
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

（１）コーポレートガバナンスに関する基本方針 
 中央三井トラスト・ホールディングス株式会社と住友信託銀行株式会社の両グループは、このたび経営統合し、平成２３年４月１日、住友信託銀 
行株式会社が中央三井トラスト・ホールディングス株式会社との株式交換を行うと共に、中央三井トラスト・ホールディングス株式会社は、三井住 
友トラスト・ホールディングス株式会社（以下 当社）に商号変更いたしました。 
 中央三井トラスト・ホールディングス株式会社と住友信託銀行株式会社両グループの人材・ノウハウ等の経営資源を結集し、中央三井トラスト・ 
グループの機動力と住友信託銀行グループの多様性といった両グループの強みを融合することで、これまで以上に、お客様にトータルなソリュー 
ションを迅速に提供する専門性と総合力を併せ持った、新しい信託銀行グループ「Ｔｈｅ Ｔｒｕｓｔ Ｂａｎｋ」を創り上げてまいります。 
 
 本経営統合の目的の実現に向け、目指す企業グループ像を明確にするために定めた経営理念は以下のとおりです。 
ア．高度な専門性と総合力を駆使して、お客様にとってトータルなソリューションを迅速に提供してまいります。 
イ．信託の受託者精神に立脚した高い自己規律に基づく健全な経営を実践し、社会からの揺るぎない信頼を確立してまいります。 
ウ．信託銀行グループならではの多彩な機能を融合した新しいビジネスモデルで独自の価値を創出し、株主の期待に応えてまいります。 
エ．個々人の多様性と創造性が、組織の付加価値として存分に活かされ、働くことに夢と誇りとやりがいを持てる職場を提供してまいります。 
 
 当社グループでは、この経営理念の下で銀行事業、資産運用・管理事業、不動産事業を融合した本邦最大かつ最高のステイタスを誇る信託銀 
行グループとして相応しい経営管理態勢を構築してまいります。 
 
（２）グループにおける当社の役割と機能 
 当社グループでは、中央三井信託銀行、中央三井アセット信託銀行、住友信託銀行の各銀行子会社、および中央三井アセットマネジメントと中 
央三井キャピタルの各運用子会社が、それぞれの業務執行を単独で完結できる経営体制を有しており、当社は業務執行管理型の持株会社とし 
て、 
ア．グループ経営戦略企画機能 
イ．経営資源配分機能 
ウ．業務運営管理機能 
エ．リスク管理統括機能 
オ．コンプライアンス統括機能 
カ．内部監査統括機能 
の各機能を担っています。 
 
≪グループ経営戦略企画機能≫ 
 銀行子会社および運用子会社の事業戦略の調整を図り、グループ全体の収益および株主価値の最大化を図る経営戦略を策定します。 
≪経営資源配分機能≫ 
 グループの経営資源（人員・経費・システム投資・資本等）の配分を行うとともに、銀行子会社および運用子会社における経営資源の使用状況を 
管理します。 
≪業務運営管理機能≫ 
 業務運営は各銀行子会社および運用子会社が担う一方、持株会社は各銀行子会社および運用子会社の業務運営状況をグループ戦略との整 
合性等の観点から管理するとともに、各業務の業績把握等を行います。 
≪リスク管理統括機能≫ 
 グループ全体のリスク管理の基本方針を策定するとともに、銀行子会社および運用子会社のリスク管理状況のモニタリング等を行います。 
≪コンプライアンス統括機能≫ 
 グループの企業倫理としての基本方針および役職員の行動指針としての遵守基準を策定するとともに、銀行子会社および運用子会社における 
コンプライアンス遵守状況のモニタリング等を行います。 
≪内部監査統括機能≫ 
 グループ全体の内部監査の基本方針を策定するとともに、銀行子会社および運用子会社における内部監査態勢の整備状況および内部監査の 
実施状況のモニタリング等を行います。 
 
注）この他、当社の直接出資子会社である日本トラスティ・サービス信託銀行（出資比率66.6％）については、共同出資者であるりそな銀行と協議 
会組織等を設置のうえ、同社にかかる重要事項の協議、業務運営状況のモニタリング等を行っています。 
 
（３）会社の機関の内容 
 取締役については、銀行子会社に当社との兼任取締役を配置するなど、効果的なグループ経営戦略の遂行を図る一方、当社の専任取締役が 
内部監査機能を統括することで、子会社各社に対する牽制機能を確保しています。また、経営環境の変化が激しい状況下、経営の責任を明確化 
する観点から、当社の取締役の任期は１年としています。 
 監査役については、銀行子会社に当社との兼任監査役を配置するなど、子会社各社の経営を監査し、これを踏まえて持株会社である当社に対 
しても十分な監査を行うことができる体制とする一方、持株会社の専任監査役との間で相互牽制が機能する体制としています。なお、監査役のう 
ち過半数を社外監査役としており、監査機能の独立性を確保しています。 
 さらに社外監査役との間では、会社法第４２３条第１項の規定により当社に対し負担する任務懈怠による損害賠償責任について、社外監査役の 
職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第４２５条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の契約を締結しておりま 
す。 
 取締役会の下には、社長を議長とし関係役員が参加する経営会議を設置しています。経営会議では、取締役会で決定した基本方針に基づき、 
業務執行上の重要事項について協議を行う他、取締役会決議事項の予備討議等を行っています。 
 また、経営会議と並列の機関として、経営健全化計画の策定および進捗状況の統括管理を行う「経営健全化計画推進審議会」、グループのＣＳ 
Ｒ施策の検討等を行う「ＣＳＲ審議会」を設置しております。このほか、グループの経営管理態勢強化に向けた方針・施策に係る事項等を討議する 
「経営管理委員会」、グループの統合的リスク管理態勢強化に向けた方針・施策に係る事項等を討議する「統合的リスク管理委員会」、グループ 
の内部監査態勢整備方針に係る事項等の討議を行う「内部監査委員会」、経営関連情報の開示に係る内部統制の適切な整備・運用のための具 
体的方策の審議等を行う「情報開示委員会」、銀行子会社の統合等に係る重要事項等を討議する「統合推進委員会」、グループのシステム投資 
に係るガイドラインの策定に係る協議、傘下銀行等におけるシステム投資の状況の把握と管理等を行う「IT委員会」を設置しております。 
 このような体制をとることにより、経営の透明性や健全性を確保するとともに、意思決定の迅速化を図っています。  

２．資本構成 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Sumitomo Mitsui Trust Holdings, Inc.

最終更新日：2012年1月17日

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社
取締役社長 田辺 和夫

問合せ先：03-6256-6000
証券コード：8309

http://www.smth.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

外国人株式保有比率 30%以上



【大株主の状況】

 

補足説明

 

大株主の状況については、2011年9月30日の内容です。  

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

―――  

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

―――  

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）
株式会社整理回収機構整理回収銀行口 500,875,000 12.05

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 227,945,000 5.48

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 202,834,700 4.88

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジット レシート 
 ホルダーズ

89,252,193 2.14

ＳＳＢＴ ＯＤ０５ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ - ＴＲＥＡＴＹ CLIENTS 82,052,500 1.97

ザ チェースマンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント 69,344,926 1.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 56,740,000 1.36

ガバメント オブ シンガポール インベストメント コーポレーション ピー リミテッド 50,067,390 1.20

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クライアント メロン オムニバス ユーエス  
ペンション

47,382,217 1.14

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５２２５ 41,712,829 1.00

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、大阪 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

 監査役は、会計監査人と定期的に会合をもち、監査に関する情報、監査計画、監査の実施状況および監査結果等について報告を受け、意見交 
換を行うとともに、必要に応じて、随時、情報交換を実施しています。さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、適切な監査を実施しているかを 
監視し、検証しています。 
内部監査部門とは、定期的な会合において内部監査結果の報告を受け意見交換を行うとともに監査役から内部監査部門へ助言や指摘を行って 
いるほか、必要に応じて、随時、情報交換を実施しています。 
このような体制とすることで、監査役監査の実効性確保に努めるとともに、内部監査、会計監査人監査を合わせた三様監査の連係強化を図って 
います。 

会社との関係(1) 

※１ 会社との関係についての選択項目 

会社との関係(2) 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任していない

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 6 名

監査役の人数 6 名

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 4 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

氏名 属性
会社との関係(1)

a b c d e f g h i
前田 庸 学者    ○    ○  

中西 宏幸 他の会社の出身者    ○    ○  

星野 敏雄 他の会社の出身者    ○    ○  

高野 康彦 弁護士    ○    ○  

a 親会社出身である
b その他の関係会社出身である
c 当該会社の大株主である
d 他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している
e 他の会社の業務執行取締役、執行役等である
f 当該会社又は当該会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役等の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものである
g 当該会社の親会社又は当該親会社の子会社から役員としての報酬等その他の財産上の利益を受けている
h 本人と当該会社との間で責任限定契約を締結している
i その他

独立 当該社外監査役を選任している理由（独立



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

―――  

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

当社及び当社の子会社の取締役及び執行役員の株価上昇及び中長期的な業績向上に対する貢献意欲や士気を従来以上に高め、株主利益の 
向上を図る事を目的としてストック・オプション制度を導入しております。 
株価上昇及び業績向上への貢献意欲を高めること等を目的として、役員報酬の一定割合を役員持株会へ拠出しております。 

該当項目に関する補足説明 

 新株予約権の割当ての対象者は当社及び当社の子会社の取締役及び執行役員で合計72名、割り当てる新株予約権の数は合計286個であり 
ます。  

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

 平成22年度につきましては、総額で取締役130百万円、監査役35百万円となっています。  

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

 取締役に対する報酬については、当社グループの安定的・持続的な成長を実現していくために、会社業績の向上、企業価値の拡大に対するイ 
ンセンティブとして有効に機能することを目指しています。 
 また、会社業績やこれに対する各取締役の貢献度、中長期的な業容拡大や企業価値向上のための取組み内容等を反映させたものとし、取締 
役会で決定する毎年度の報酬方針と客観的な業績評価に基づき報酬の額を決定します。  

氏名
役員

適合項目に関する補足説明
役員に指定している場合は、独立役員に指

定した理由を含む）

前田 庸 ○ 学習院大学名誉教授

 会社法、手形小切手法を専門分野とする、わ 
が国を代表する法律学者の一人であり、その 
知見および企業法務に関する豊富な経験を当 
社の監査に生かしていただくため社外監査役 
に選任しています。また、その経歴等から、一 
般株主と利益相反の生じるおそれはないと認 
められるため独立役員に指定しています。

中西 宏幸 ○ 三井化学株式会社相談役

 上場会社経営者としての豊富な経験と幅広 
い見識を当社の監査に生かしていただくため社 
外監査役に選任しています。また、その経歴等 
から、一般株主と利益相反の生じるおそれはな 
いと認められるため独立役員に指定していま 
す。

星野 敏雄 ○
元 花王株式会社代表取締役専務執行 
役員

 上場会社経営者としての豊富な経験と幅広 
い見識を当社の監査に生かしていただくため社 
外監査役に選任しています。また、その経歴等 
から、一般株主と利益相反の生じるおそれはな 
いと認められるため独立役員に指定していま 
す。

高野 康彦 ○ 弁護士

 弁護士としての専門的知見および企業法務 
に関する豊富な経験を当社の監査に生かして 
いただくため社外監査役に選任しています。ま 
た、その経歴等から、一般株主と利益相反の 
生じるおそれはないと認められるため独立役員 
に指定しています。

独立役員の人数 4 名

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、子会社の取締役、その他

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

 常勤の監査役は監査役会や連絡会等の場で、経営会議等の重要会議の議事や当社・子会社の調査の内容その他日常の監査活動で収集した 
監査情報を社外監査役に報告し、情報の共有化に努めています。また、執行側から独立した監査役室に専属スタッフを配置し、社外監査役に対 
する資料提供・説明や質問への回答等のサポートを行っています。  

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 

（１）現状の体制の概要 
  業務執行、監査、監督に関する基本的な枠組みは以下の通りです。なお、監査役の機能強化に関する取組状況については、１．機関構成・ 
 組織運営等に係る事項「監査役関係」をご参照ください。 
ア．取締役会 
  取締役会は、重要な業務執行の決定を行うほか、代表取締役の為す業務執行を監督する権限を有しています。また、代表取締役は業務の執 
 行状況を取締役会に報告する義務を負い、取締役による相互業務監視を実施しています。 
イ．監査役・監査役会 
  監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から職務の執行 
状況について報告を受け、重要な書類を閲覧し、本部において実情を調査し、必要に応じて子会社より事業の報告を求め、会計監査人より監査 
に 関する報告を受ける等により、取締役の職務の執行を監査します。なお、過半数の社外監査役を配置し、監査機能の独立性の確保を図って 
います。 
ウ．経営諸会議 
  当グループ各社では、経営の意思決定プロセスにおける相互牽制機能の強化と透明性の確保を図るため、経営に関する重要事項を協議する 
 機関として経営会議等を設置することにより、責任ある経営体制の構築に努めています。 
 
＜グループ各社の経営会議等の設置状況＞ 
◇三井住友トラスト・ホールディングス（持株会社） 
・取締役会 
・監査役会 
・経営会議 
・経営健全化計画推進審議会 
・ＣＳＲ審議会 
・経営管理委員会 
・統合的リスク管理委員会 
・内部監査委員会 
・情報開示委員会 
・統合推進委員会 
・IT委員会 
 
◇中央三井信託銀行 
・取締役会 
・監査役会 
・経営会議 
・投融資審議会 
・ＡＬＭ審議会 
・預金者等データ整備対応委員会 
・資産査定検証委員会 
・金融円滑化委員会 
・投資委員会 
・内部管理部長会 
 
◇中央三井アセット信託銀行 
・取締役会 
・監査役会 
・経営会議 
・業務開発委員会 
・内部管理部長会 
 
◇住友信託銀行 
・取締役会 
・監査役会 
・経営会議 
・投融資審議会 
・ＡＬＭ審議会 
・受託財産運用審議会 
 
◇中央三井アセットマネジメント 
・取締役会 
・経営会議 
 
◇中央三井キャピタル 
・取締役会 
・経営会議  

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

※現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由を記載してください。 
 
 豊富な経験と高い見識を有する４名の社外監査役を含む監査役が、取締役会その他重要な会議への出席、取締役等からの報告聴取、重要書 
類の閲覧等を通じて取締役の職務の執行を監査しており、経営の監視について十分に機能する体制が整っているためです。  



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送  平成23年6月29日開催の定時株主総会につきましては6月7日発送とし、従来から継続的に 
早期発送に努めています。

集中日を回避した株主総会の設定 ―――

電磁的方法による議決権の行使  インターネット、携帯電話による議決権行使を可能としています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

 議決権電子行使プラットフォームに参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供  招集通知（要約）の英訳版を作成し、招集通知発送日から自社ホームページに掲載している 
ほか、議決権行使プラットフォームにも提供し、海外の株主の利便性の向上を図っています。

その他

 招集通知電子化に承諾いただいた株主に対して、招集通知を電子メールで送付しています。 
また、株主総会運営においてはビジュアル化を進めるなど、株主にとってわかりやすい株主総 
会をめざしています。加えて、株主総会終了後には自社ホームページに決議通知および議決 
権行使結果を掲載しているほか、議決権行使プラットフォームにも提供しています。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

 情報開示の方針について、対外的に公表するとともに、当社グループの役 
職員に周知し適切な運営を図っていくことを目的として、ディスクロージャー 
ポリシーを設けております。投資家が当社グループを理解するために有用 
と思われる会社情報について、適時性、正確性、公平性を基本要件として、 
積極的な開示に努めていくこと、インターネット、各種刊行物等、様々なツー 
ルを積極的に活用することで、お客様、株主、投資家の別、国内外の別に 
関わらず、可能な限り広く、適時、正確かつ公平に開示を行うこと等を定め 
ており、当社グループにおけるＩＲ活動の指針としております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催  年に数回、証券会社等を通じて会社説明会を開催しており、当社グループ 
の特長や決算・財務の状況、経営戦略等についてご説明しております。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

 年に２回（５月、11月頃）、決算説明会を開催しております。証券会社のアナ 
リストや機関投資家にご参加頂いて、代表取締役が当社グループの決算の 
状況や経営戦略等の説明を行っております。また、アナリストや機関投資家 
のご希望に応じ、ＩＲ担当役員やＩＲ担当者による個別ミーティングやグループ 
ミーティングを随時実施しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

 年に数回、代表取締役またはＩＲ担当役員が、米国、欧州、アジアの主要機 
関投資家を訪問し、当社グループの決算・財務状況、経営戦略等の説明を行 
っております。また、証券会社が主催する海外機関投資家を対象とする国内 
のカンファレンスに定期的に参加するとともに、海外のカンファレンスにも参加 
しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

 当社は、各種ＩＲ情報を発表後、速やかにホームページ上で公開しておりま 
す。 
 主な開示の種類は次のとおりです。 
決算短信および決算説明資料、有価証券報告書、四半期報告書、決算説明 
会資料、よくあるご質問（ＦＡＱ）等 
 決算説明会および個人投資家向け会社説明会につきましては、動画配信 
も実施しております。 
 なお、当社ホームページでは、「個人投資家の皆様へ」のページで、個人 
投資家向けに当社グループの事業や業績について分かりやすく解説してお 
ります。また、海外の機関投資家に対しても、英文のウェブサイトを通じ各種 
ＩＲ情報をタイムリーに提供しております。 
和文ＵＲＬ:http://www.smth.jp/index.html 
英文ＵＲＬ:http:///www.smth.jp/en/index.html

IRに関する部署（担当者）の設置
 当社ではＩＲ担当役員を任命するとともに、日常のＩＲ業務につきましては、 
担当部署としてＩＲ室を設けております。なお、ＩＲ事務連絡責任者はＩＲ部長が 
務めております。

その他
 当社ではＩＲ担当部署を設置し、会社情報の適切な開示に努めるとともに、 
国内外の投資家に対する積極的なＩＲ活動を通じて透明性の高い企業経営 
を目指しております。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

 「三井住友トラスト・グループの社会的責任に関する基本方針（サステナビリティ方針）」におい 
て、「お客様、株主・投資家、従業員、事業パートナー、地域社会、ＮＰＯ、行政、国際機関等の 
すべてのステークホルダーとの対話を尊重し、持続可能な社会の構築に積極的な役割を果た 
す」ことを規定し、当該方針を対外公表しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

 取締役社長を議長とするグループＣＳＲ審議会においてＣＳＲ推進方針を策定し、経営企画部 
ＣＳＲ推進室を中心にグループのＣＳＲを推進しています。環境保全活動に関しては、グループ 
共通の「環境方針」を策定し、銀行子会社や運用子会社において、個人、法人向けの環境関連 
の投融資商品や信託商品、不動産商品等を提供しています。また、本店ビル、銀行子会社の 
府中ビル、千里ビルの３拠点において「ＩＳＯ14001」の認証を取得しています。これらのほか、グ 
ループの各拠点では、様々な社会貢献活動を実施しています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

 「三井住友トラスト・グループの社会的責任に関する基本方針（サステナビリティ方針）」におい 
て、「ステークホルダーとの健全かつ正常な関係を構築するとともに、公正な競争、企業情報の 
適切な開示等、社会の構成員としての責任を全う」することを規定し、ＣＳＲレポート、ホームペ 
ージ等を通じた情報提供を行っています。

その他 ―――



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

※内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況を記載してください。 
 
 当社取締役会は、銀行持株会社として、当社及び子会社等からなる企業集団（以下、「当社グループ」という）の経営管理を担う責任を十分に認 
識し、取締役会の「内部統制基本方針」に関する決議に基づいて、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
その他当社の業務の適正を確保するため必要な体制」を以下のとおり整備しています。 
 
（１）コンプライアンス（法令等遵守）体制の整備について 
ア．当社グループのコンプライアンスに関する基本方針について定める。 
イ．コンプライアンスに関する重要事項については、取締役会で決議・報告を行う。 
ウ．本部にコンプライアンスに関する統括部署を置き、また、各部の責任者・担当者を定める。 
エ．毎年度、コンプライアンスを実現させるための具体的な実践計画（コンプライアンス・プログラム）を策定するとともに、銀行子会社及び運用子 
   会社等の計画策定を指導する。あわせてその進捗・達成状況を把握・評価する。 
オ．役職員のための手引書（コンプライアンス・マニュアル）を定め、コンプライアンスに関する教育・研修を継続的に実施する。 
カ．役職員に対し当社業務運営に係る法令違反行為等について報告する義務を課するとともに、役職員等が社内・社外の窓口に直接通報できる 
コンプライアンス・ホットライン制度を設置する。 
キ．反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。不当要求等の介入に対しては、警察等の外部専門機関との緊密 
   な提携関係のもと、関係部署が連携・協力して組織的に対応し、利益の供与は絶対に行わない。 
 
（２）リスク管理体制の整備について 
ア．当社グループのリスク管理に関する基本方針について定める。 
イ．リスク管理に関する重要事項については、取締役会で決議・報告を行う。 
ウ．本部にリスク管理に関する統括部署を置き、リスクカテゴリー毎にリスク管理部署を置く。 
エ．当社グループのリスク管理に係る計画を策定するとともに、銀行子会社及び運用子会社等の計画策定を指導する。あわせてその進捗状況・ 
   達成状況を把握・評価する。 
オ．役職員に対しリスク管理に関する教育・研修を継続的に実施する。 
 
（３）業務執行体制の整備について 
ア．主要な取締役会決議・報告事項については、社長を議長とし関係役員が参加する経営会議において、予備討議を行う。 
イ．業務の円滑かつ適切な運営を図るべく、当社組織の機構・分掌及び役職員の職制・権限に関する基本的事項を取締役会が定める。 
ウ．社内規定は関連する法令等に準拠して制定するとともに、当該法令等の改廃があったときは、すみやかに所要の改廃を行う。 
 
（４）経営の透明性確保について 
ア．会計処理の適正性及び財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制を整備するとともに、その有効性を評価する。 
イ．経営関連情報を適切に管理し、適時、正確かつ公平に開示する。 
 
（５）当社グループ管理体制の整備について 
ア．当社グループ全体のコンプライアンス体制及びリスク管理体制を整備する。 
イ．当社グループにおける重要度の高いグループ内取引等は、当社がグループの戦略目標との整合性、リスク管理面、コンプライアンス面等の 
   観点から検証を行う。 
ウ．子会社等の業務の規模・特性に応じ、子会社等の業務運営を適正に管理する。 
 
（６）情報の保存・管理体制の整備について 
ア．株主総会、取締役会及び経営会議について、議事の経過及び要領等を記録する議事録を作成し、関連資料とともに保存する。 
イ．情報管理に関する組織体制や重要度に応じた管理区分など、情報の保存及び管理に関する基本的事項を、取締役会が定める。 
 
（７）内部監査体制の整備について 
ア．業務執行部門から独立し十分な牽制機能が働く内部監査部門を設置する。 
イ．当社グループの内部監査態勢整備方針及び内部監査計画を策定のうえ、内部監査部門が各業務執行部門及び必要に応じて子会社等に対 
   して監査を実施し、改善すべき点の指摘・提言等を行う。 
ウ．内部監査の結果等及び内部監査計画の進捗状況・達成状況を適時適切に取締役会に報告する。 
 
（８）監査役監査に関する体制の整備について 
ア．監査役の職務を補助すべき使用人 
   監査役の求めに応じて、監査役の職務の執行を補助するため監査役室を設置し、室長1名を含む相当数の使用人を配置する。 
イ．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性 
   監査役室の使用人は取締役の指揮命令を受けないものとし、その人事及び処遇関係については監査役と事前に協議する。 
ウ．取締役、執行役員及び使用人から監査役への報告体制 
   取締役、執行役員及び使用人は以下の事項について監査役に報告する。 
   （ア）会社に著しい損害を与えるおそれのある事実、法令又は定款に違反する重大な事実 
   （イ）コンプライアンス・ホットライン制度による通報状況 
   （ウ）内部監査の実施状況及びその結果 
   （エ）業務執行の状況その他監査役が報告を求める事項 
エ．その他監査役監査の実効性確保のための体制 
   （ア）取締役、執行役員及び使用人は、監査役の監査活動に誠実に協力する。 
   （イ）監査役は、取締役会、経営会議のほか、監査役が必要と認める会議に出席することができる。 
   （ウ）代表取締役は、定期的に及び監査役の求めに応じ、監査役と意見交換を行う。 
   （エ）内部監査部門は、定期的に及び監査役の求めに応じ、監査役と意見交換を行う。 
   （オ）監査役は、必要があると認めるときは、内部監査部門による追加監査の実施その他必要な措置を求めることができる。 
   （カ）取締役は、監査役と会計監査人との連係強化のための体制を構築する。 
   （キ）取締役は、監査役の求めに応じ子会社等に当社監査役と兼職する監査役を配置するなど、監査役による当社グループ全体の監査の実 
      効性確保のための体制を整備する。 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

※反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況を記載してください。 
 
（１）基本的な考え方 
  内部統制基本方針において、「反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。不当要求等の介入に対しては、警 
 察等の外部専門機関との緊密な提携関係のもと、関係部署が連携・協力して組織的に対応し、利益の供与は絶対に行わない。」旨、定めてお  
 り、また、当社グループの役職員が遵守すべき「行動規範（バリュー）」において、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し 
 て、毅然とした姿勢を貫いていく」旨、定めております。 
 
（２）整備状況 
  反社会的勢力への対応に係る統括部署、外部専門機関との連携部署等を設置するとともに、不当要求防止責任者を設置しております。また、 
 コンプライアンス・マニュアル等を整備し反社会的勢力への対応について役職員への周知・研修等を実施するとともに、反社会的勢力に関する  
 情報については統括部署が一元管理し反社会的勢力との取引排除に活用する等、反社会的勢力との取引排除に向けた各種体制を整備してお 
 ります。 
  当社グループ各社においても、反社会的勢力との対応について、当社と連携して各種体制を整備しております。 



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

―――  

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

―――  

買収防衛策の導入の有無 なし



株主総会

グループ経営戦略
企画機能

業務運営
管理機能

経営資源
配分機能

銀行子会社・運用子会社の
事業戦略の調整を図り、グ
ループ全体の収益および株
主価値の最大化を図る経営
戦略を策定。

銀行子会社・運用子会社の
業務運営状況をグループ戦
略との整合性等の観点から
管理するとともに、各業務の
業績把握等を実施。

グループの経営資源（人員・
経費・システム投資・資本等）
の配分を行うとともに、銀行
子会社・運用子会社における
経営資源の使用状況を管
理。

グループ全体のリスク管理の
基本方針を策定するとともに、
銀行子会社・運用子会社のリ
スク管理状況のモニタリング
等を実施。

グループ全体の内部監査の
基本方針を策定するととも
に、銀行子会社および運用子
会社における内部監査態勢
の整備状況および内部監査
の実施状況のモニタリング等
を実施

監査役
監査役会

取締役会

業務運営機能 リスク管理機能 内部監査機能

グループ全体のリスク管理方
針に基づき、銀行子会社・運
用子会社にてリスク管理を実
施。

グループ全体の内部監査基
本方針に基づき、銀行子会
社・運用子会社にて全ての業
務を対象として内部監査を実
施。

グループ経営戦略を踏まえ、配分された資源を活用し、銀行子会社・運用子会社にて
事業戦略を策定し遂行。

三井住友トラスト・ホールディングス
持株会社

経営会議

（※１）
経営健全化計画推進審議会
ＣＳＲ審議会

（※２）
経営管理委員会
統合的リスク管理委員会
内部監査委員会
情報開示委員会
統合推進委員会
ＩＴ委員会

グループの企業倫理・行動指
針としての遵守基準を策定す
るとともに、銀行子会社・運用
子会社におけるコンプライアン
ス遵守状況のモニタリング等
を実施。

コンプライアンス機能

グループ全体の企業倫理・行
動指針に基づき、銀行子会
社・運用子会社にてコンプライ
アンス遵守体制の整備を実
施。

委員会※２

審議会※１

内部監査
統括機能

コンプライアンス
統括機能

リスク管理
統括機能

銀行子会社・運用子会社

銀行子会社・
運用子会社
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